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    This study aims to investigate the current situations of evacuation guidance signs in a tourist area and to verify their 
effectiveness for foreign tourists visiting Japan in the event of an earthquake. The actual situations of evacuation 
guidance signs installed around Sensoji Temple was examined, and 100 visitors to Japan were interviewed about 
disaster prevention knowledge and evacuation behavior. The results showed that some of the evacuation guidance signs 
were illegible and that there were no signs at either Sensoji Temple or the shopping district. Most of the tourists were 
unaware of the evacuation guidance signs. The knowlege of toursits about earthquake fire risk was not related to the 
awaness of evacuation guidance signs. 
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１．はじめに 
 

(1) 背景 
 日本は，地震や津波，大雨洪水，土砂災害といったさ

まざまな災害が発生する世界有数の災害大国であるが，

UNWTO（国連世界観光機関）によると，新型コロナウイル

ス感染症拡大前の2019年の訪日外国人観光客受入数は，

日本は3,188万人で12位（アジアで3位）となった1)．

2019年に東京都を訪れた外国人観光客数は約1,518万人2)

であり，日本全国の約47.2％3)を占めている．また，

2022年10月11日以降は，外国人旅行者の入国制限が大幅

に緩和された．入国上限の撤廃によって個人旅行も解禁

され4)，2023年1月から5月の外国人観光客数は，約863万

人（2019年比約62.8%）となるまでに回復している5)． 
 外国人は出身国や地域的な要因から災害に対する知識

や経験値が不足しており，災害に対する経験や避難方法

も異なることから，災害発生時に適切な行動がとれない

こともある6)．近年では，2018年の大阪府北部で震度6弱

を観測する地震が発生し，対応に戸惑う外国人観光客が

多くみられた7)ことから，災害情報の適切な伝達に対す

る課題を浮き彫りにした．訪れる地域の災害リスクや避

難施設に関する情報を事前に確認することは少なく，ま

た訪れた地域において災害に備えて地域住民との協力関

係を築くことも難しいと考えられることから，観光客は

災害に対して脆弱であり，特に外国人観光客を対象とし

た防災対策は大きな課題であるといえる．特に東京都は，

首都直下地震の発生が想定され，外国人観光客も多いこ

とから，外国人観光客への災害時の支援を十分に実施す

る必要がある． 

 

(2) 既往研究 

観光客の避難認知や避難行動に関する既往研究として，

Matyasら8) は，ハリケーン発生時における避難の際に観

光客側の属性や経験値などの要因が意思決定に与える影

響を調査し，団体旅行や子供を連れそう観光客，初めて

訪れた観光客などがリスクの高い避難行動をとる可能性

が高いことを明らかにし，観光客に対してハリケーンが

もたらすリスクの的確な情報提供の必要性を指摘してい

る． 

また酒井9）は，観光客が地域の災害情報に脆弱である 

として，観光時と災害発生後の放送による避難情報提供 

の有無と提供内容の違い，さらに周囲の観光客の行動の 

違いによる観光客の避難行動の差異を調査した．避難開 

始を促す放送が無い場合や待機を指示する放送があった 
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場合，観光客はその場に留まる傾向があることや，外国 

人観光客においては，避難開始時に周囲の人の影響を受 

けやすいが，避難経路の選択では必ずしも追従しない傾 

向があると分析している． 

楊ら10）は，避難行動時の意思決定プロセスを明らかに

することを目的として，訪日外国人観光客の多くを占め

る中国人を対象にWEBアンケートを行い，避難行動の意思

決定に影響する要因を調査した．調査結果から，避難行

動の開始に影響を与える情報源は，公的機関等から発せ

られる公式情報（67%）や，メディア情報（21%）を信頼

するとの傾向が示された点に加えて，日本語の理解が不

足する人が64%を占めたことから，災害発生時における情

報伝達上の課題を指摘している．また，日本語の読解力

や防災リスクの理解度などといった被験者の属性と各種

情報源との間に相関関係は見られないとしつつ，その両

方が避難開始時の判断や避難経路の選択に影響を与える

と分析している．避難経路を選択する際には公式情報を

重視する人が多いが，家族や親友の意向を重視する人も

多いとの結果から避難経路選択時に同行者の意思に影響

を受けて避難する人が多いと考察し，訪日外国人観光客

に対して平時から防災知識を伝えることの必要性を避難

行動上の課題として指摘している． 

このように，観光客，特に訪日外国人観光客は，災害

発生時の避難開始や避難経路選択といった避難行動には，

災害発生時の避難情報提供の重要性や事前の避難情報の

学習が有効と考えられるほか，避難経路選択では，自身

や同行者の判断で決定する傾向があることが分かる．一

方，避難情報の提供には，現地での放送以外にも避難標

識や紙媒体の防災案内，災害情報等を提供するアプリケ

ーションなどが整備されつつあるが，その認識度や利用

の実態については，以下のような研究がある． 

陸ら 11）は，観光施設が訪日外国人観光客に対して提供

すべき防災対策を調査した．観光を目的とした訪日経験

のある外国人に対するアンケート調査から，年代による

災害情報の入手手段の違いを分析し，年齢の高い層に対

しては現地での情報提供が必要であるとした．また外国

人観光客向けの防災パンフレットの配布や，避難標識の

設置と多言語化が必要であり，これらは平時においても

災害に対する注意喚起が期待できるとしている．また酒

井ら 12）は，京都市を訪れている外国人観光客に対して災

害に対するリスク認識や避難に関する知識，防災情報へ

のアクセスに関する認識についてアンケート調査を実施

した．日本滞在中に災害に関する情報を得た人は 38%に

止まったほか，災害情報を提供するウェブサイトやアプ

リを知る人は極僅かで，こうしたアプリをインストール

する意向がないことや，地震発生時には音声による放送

や避難標識を重要と考えていることを明らかにした． 

こうした先行研究では，外国人観光客における防災知

識の程度，災害時の避難情報の収集と伝達の方法が分析

されているが，平常時と災害時における避難標識の重要

性について言及がなされた点にも特徴がある．酒井ら 12）

は日本で用いられている避難場所を示すピクトグラムに

対する外国人観光客の理解度や印象を確認する調査を実

施したが，見覚えがあると回答した人は 15％にとどまり，

また回答者の 85%が図の印象は安全ではないと認識する

結果となった．標識による避難情報の提供には課題があ

ることが示唆されるが，それは以下の研究でも分析され

ている． 

永井ら 13)は，外国人観光客に対して，津波に関する避

難関係標識を調査した．外国人観光客の円滑な避難のた

めに標識等の整備が必要であるとした上で，「現行のサ

インでは外国人観光客に誤認されているものもあったこ

とから，標識等サインデザインの改善を行う必要がある」

と指摘した．片桐ら 14)は，そうした避難場所への誘導は，

地区の案内板や誘導標識，電柱への表示といった多様な

掲示形態と多言語化によって充実しつつあるが，地域コ

ミュニティに属さない外国人観光客の地理的理解や避難

知識の不足によって誘導先が適切な避難先とならない可

能性に言及し，情報提供のあり方や体制づくりの必要性

を唱えている．Gerda J. Blees ら 15) は，異なる文化圏

の人が災害標識に対する認識に関する調査をした．オラ

ンダ人がデザインした災害標識について，オランダ人と

中国人の理解度を比較した．オランダ人の参加者は中国

人よりも図記号の理解度が高く，これはデザイナーがオ

ランダ人になじみのある表現を用いたことによると分析

し，ある文化圏で発達した記号が，他の文化圏の人々に

とって同じ意味を持つとは限らないと指摘している．ま

た及川ら 16) は，避難関係標識のデザインは事前の学習が

無くとも理解できることと，言語に頼らないデザインで

あることが重要だとして，避難関係標識は災害発生時に

避難行動を喚起する機能および避難しようとした人に避

難の安全な方向を教示する機能が必要だと述べている．

Ricardo Omar San Carlos Arce ら 17) は鎌倉市でインタ

ビュー，現地調査，アンケート調査などの調査方法を用

いて外国人観光客の避難標識認識について調査し，鎌倉

の自然災害に関する情報提供の不足や避難誘導標識の認

知度の低さから，外国人観光客が認識可能な標識の種類

や配置の最適化方法に関する研究の必要性を示している．

さらに吉田ら 18) は，京都市を事例として，避難誘導標識

の現状について「難しい英語での表記」「言語のレイア

ウトによる文脈の混乱」「観光誘導標識と誤解しやすい」

の 3 つの問題点を指摘した．英語表記は，留学生を対象

としたインタビュー調査などから新たな英語表記を提案

し，既存の避難誘導標識の改善案を提示している．これ

らの文献では，外国人観光客における避難誘導標識の理

解度の低さが標識のデザインの観点から示されている． 
以上から，避難行動時における訪日外国人観光客の脆

弱性に対して，既存の訪日外国人向けの対策は「災害情

報の収集」「災害情報の伝達」という，訪日外国人観光

客へ情報を提供する側からの一方的な視点によるものと

なっていることが課題といえる．また避難誘導標識のデ

ザインや多言語，レイアウトなどの面から研究がなされ

てきたが，実在する避難誘導標識が地震発生時に訪日外

国人観光客にとって有効であるのか否か，その有効性を

具体的に検証した研究は十分ではない．今後，更なる増

加が期待されている訪日外国人観光客に対する防災対策

の充実化と安全性の向上は，観光立国を目指す日本にお

いて必要不可欠であり，来日する外国人の視点を考慮し

た研究が求められている．そこで本研究では，実際に観

光地へ設置されている避難誘導標識は地震発生時に有効

に機能するか，という視点から，訪日外国人観光客の認

識と避難行動に与える影響や課題を明らかにしたい． 

 

(3) 研究の目的と方法 

以上をふまえ，本研究の目的は短期滞在を目的として

訪れている外国人観光客（以下，訪日外国人観光客と呼

ぶ）が多く訪れる東京の観光地における避難誘導標識の

現状を調査し，訪日外国人観光客の視点から地震発生時

における避難誘導標識の有効性を検証して，今後の改善

すべき問題点について検討することである．研究の方法
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として，訪日外国人観光客が多く訪れる東京の浅草寺周

辺における避難誘導標識の現状調査からその特性や問題

点を明らかにした上で，訪日外国人観光客に対して周辺

に設置されている避難誘導標識に関するインタビュー調

査を実施し，訪日外国人観光客の視点による地震発生時

における避難誘導標識の有効性を検証する．  
 
 
２. 調査方法 
 
(1) 調査対象地 
調査対象地は東京都台東区浅草寺周辺とする．浅草は

国・地域別外国人旅行者行動特性調査 19)より，東京都に

おける訪問地として新宿・大久保（55.4%），銀座

（48.9%）に続く，第 3 位となる 45.0%の訪問率となって

いる．また，浅草寺とその周辺の商店街は，日中は混雑

しており，大地震の発生時には大きな混乱が予想される

ため，浅草寺周辺を本研究の対象地区とした． 

 

(2) 調査概要 
 本研究の調査方法は，まず，浅草寺周辺に設置されて

いる避難誘導標識，および観光案内板等の避難誘導に関

する標識（以下，避難関係標識とする）の設置状況を調

査した（表 1）．  

 

表 1 避難関係標識設置状況調査の概要 

調査期間 2023 年 4 月 22 日 

調査対象 浅草寺周辺 

調査内容 
避難誘導標識と観光案内板など避難

誘導に関する標識（避難関係標識） 

 次に，浅草寺周辺を訪れている訪日外国人観光客を対

象としたインタビュー調査を実施し，訪日外国人観光客

の地震や避難に関する知識，避難関係標識の認識を調査

した（表 2）． 

 

表 2 インタビュー調査の実施概要 

調査期間 

2023 年 5 月 28 日 

2023 年 6 月 4 日 

2023 年 6 月 9 日 

調査方法 浅草寺周辺街頭インタビュー 

調査対象 
浅草寺周辺を観光している訪日外国

人観光客 

調査内容 
災害対策や避難に関する知識，行

動，避難関係標識の認識について 

回答人数 100 組 

  

 インタビュー調査は，図１に示す各地点，A（浅草寺境

内の休憩スペース周辺），B（浅草公会堂前），C（新仲

見世通りの中間付近），D（浅草駅銀座線出入口 1 周辺），

E（日本駄右衛門像周辺と観音通りの中間付近）にて英語，

中国の標準語（Mandarin），広東語（Cantonese）で「回

答者の属性」「地震に関する知識」「防災アプリの認知

度」「大地震発生時の避難行動」「避難関係標識の認識」

について質問した． 
a) 回答者の属性 

 属性として，年齢，性別，出身国や地域，訪日回数，

訪日目的，旅行形態を把握した．出身国・地域，年齢，

また訪日回数が日本の防災に関する知識や意識に影響す

ると仮定した 20),21)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図 1 避難関係標識設置現況とインタビュー調査実施地点 

色 種類
● 避難誘導標識（隅田公園）
● 避難誘導標識（上野公園）
● 観光案内板（防災アプリ案内有）
● 観光案内板（防災アプリ案内無）
● 消火器収納
● 一時集合場所標識
● 電子案内板
● 周辺案内図
● 浅草寺内の案内板
● 浅草寺入口の観光案内図
● 避難場所標識（隅田公園）
● 観光案内板（大型）
● 学校避難所標識

凡例
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b) 地震に関する知識 

 地震に関する知識では，観光の際に使用するマップの

媒体を確認した．また，大規模地震時における地震火災

の発生に関する認識度を調査した． 
c) 防災アプリの認知度 

 防災アプリの認知度と利用状況を調査した．災害発生

時の避難行動に役立つ防災アプリは各種あるが，特に国

土交通省観光庁監修の災害時情報提供アプリ「Safety 

tips」は，訪日外国人観光客向けに多言語対応しており，

災害情報の発信，避難方法などの学習も可能なアプリで

ある．そのインストール状況を把握し，災害発生時にお

けるアプリ通知情報に基づく避難行動の有無を確認した． 
d) 大地震発生時の避難行動 
 大規模地震の発生時に，訪日外国人観光客がどのよう

に判断し，避難するかを確認して，訪日外国人観光客の

避難行動を把握した． 
e) 避難関係標識の認識 

 訪日外国人観光客による，既存の避難誘導標識等に関

する認識度や理解度を確認し，避難誘導標識等に対する

有効性や問題点を把握した． 
 

 

３．避難関係標識の現状と問題点 

 
 浅草寺周辺における避難関係標識の設置状況について，

既存の避難誘導標識と観光案内板など，避難情報に関す

る設置場所と種別，設置箇所数を調査した（図 1，表 3）． 

 

表 3 避難関係標識の種類と設置箇所数 

種別 種類 設置数 

避難誘導標識 
避難誘導標識（隅田公園） 50 基 

避難誘導標識（上野公園） 11 基 

避難場所標識 
一時集合場所標識 3 基 

避難場所標識（隅田公園） 1 基 

避難所標識 学校避難所標識 1 基 

観光案内板 

観光案内板（防災アプリ案内有） 15 基 

観光案内板（防災アプリ案内無） 9 基 

観光案内板（大型） 1 基 

電子案内板 2 基 

周辺案内図 2 基 

浅草寺内の案内板 3 基 

浅草寺入口の観光案内図 1 基 

その他 消火器収納 3 基 

 

 避難関係標識は，消火器の収納ボックスに避難情報を

表示した形式が最も多く，ボックスの上部に多言語（日

本語，中国語，英語，韓国語）で，最寄りの避難場所と

方角が表記されている．この形式の標識は，隅田公園へ

誘導するもの（図 2 の①）が 50 ヶ所に設置されているほ

か，言問通りや国際通りの西側では上野公園へ誘導する

標識が 10 ヶ所（図 2 の②），また自立型の標識 1 基が設

置されていることを確認した．なお，同型の収納ボック

スで，避難誘導情報の表示が無い「消火器収納」も 3 基

が確認された（図 2 の③）．次に，避難場所の位置を地

図に表示している観光案内図があり，区が提供する防災

アプリ（台東防災）や無料 Wi-Fi の情報を提示している

「観光案内板（防災アプリ案内有）」15 基（図 2 の④）

と，これを提示していない「観光案内板（防災アプリ案

内無）」9基（図2の⑤）があった．また，隅田公園内に

は，避難場所であることを表示する「避難場所標識」

（図 2 の⑥）が１基，東参道側の入口付近に設置されて

いる． 

 

その他，「一時集合場所標識」3 基，「電子案内板」2

基，「周辺案内図」2 基，「大きな観光案内板」1 基，

「浅草寺入口の観光案内図」1 基，「学校避難所標識」1

基の標識があった．また，浅草寺境内の「浅草寺内の案

内板」は 3 基があったが，避難に関する情報がなかった． 

 避難関係標識の現状を調査した結果から，消火器の収

納ボックスを用いた避難誘導標識は 60 基を確認したが，

内，20 基に維持管理上の問題点が指摘できる（表 4）． 

 

表 4 避難誘導標識の問題点 

記号 問題点 箇所数 

①  シートが破損した標識 2 基 

② シートが外れそうな標識 3 基 

③ 方向矢印がない標識 6 基 

④ 不明瞭な標識 4 基 

⑤ シートが汚れている標識 2 基 

⑥ 標識の無い消火器収納 3 基 

 

 

 

 

 

 
①避難誘導標識 1 ②避難誘導標識 2 ③消火器収納  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④観光案内板 1    ⑤観光案内板 2  ⑥避難場所標識 

図 2 避難関係標識の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

①方向矢印がない標識  ②シートが破損した標識 

 

 

 

 

 

 

 
③不明瞭な標識 

図 3 避難誘導標識の問題点 
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問題のある避難誘導標識の位置は，図 1 にその内容を

示す記号（①から⑥）を振り，明示した．問題点として

は，避難方向の矢印が示されていないケース（6 ヶ所）

や，避難情報を印字したシートが破損したケース（2 ヶ

所）が確認できる（図 3 の①，図 3 の②）．また，高さ

が低く，他のものに隠されて，不明瞭なケースが 4 ヶ所

あり（図 3 の③），重要な避難情報が見過ごされる懸念

がある．さらには，シートが剝がれそうなケースや汚れ

ているケースなどもあった．なお，言問通りに設置され

た自立型の避難誘導標識は避難場所標識（隅田公園：図

6 の⑥）と同じ筐体を用いており，混乱を招く可能性が

ある． 

 

 

４．インタビュー調査の結果と分析 
 

(1) インタビュー回答者の属性 
浅草寺周辺でインタビューした回答者の属性とその割

合を表 5 に示す．出身国や地域をもとに，地域別に分類

した結果，東アジア（中国，香港，台湾，韓国）の回答

者が 37%，ヨーロッパ（フランス，ドイツ，イギリス，

スイスなど）が 27%，北米（アメリカ，カナダ，メキシ

コ）21%，その他（オーストラリア，マレーシア，タイ，

インド，インドネシア，ネパールなど）15%であった．旅

行形態は回答者の 96%が個人旅行であった．また，回答

者は 30 代が最も多く，36%を占めた．訪日回数について

は 85%の人が初めて日本を訪れたと答え，2 回は 2%，3 回

以上は 13%となった．なお，英語と中国語圏以外の国か

らの訪日観光客に対しては，英語によるインタビューと

して回答を得た． 

 
表 5 回答者の属性（N＝100） 

出身地域 

東アジア 

ヨーロッパ 

北米 

その他 

37 

27 

21 

15 

旅行形態 
個人旅行 

団体旅行 

96 

4 

訪日回数 

1 回 

2 回 

3 回から 4回 

5 回以上 

85 

2 

9 

4 

回答者年

齢 

20 代以下 

30 代 

40 代 

50 代 

60 代 

25 

36 

12 

14 

13 

訪日目的 観光 100 

宿泊場所 
浅草周辺 

それ以外 

11 

89 

 

(2) インタビュー調査の結果 
a) 地震に関する知識の結果 
 地震に関する知識についてインタビューをした質問項

目と結果を表 6に示す． 
 「大地震発生時に地震火災が発生する可能性を知って

いるか」では，「知っている」と回答した人数が 52%で，

「知らない」と回答した人数が 48%であった．観光で使

用する地図の媒体に関する質問では，95%の人が「Google 

map」と答え，その使用率の高さが際立つが，4%の人は紙

媒体を使用している結果となった． 

表 6 地震知識に関する質問と結果（N＝100） 

地震火災の認知度 

（Q：大地震発生

時に地震火災が発

生する可能性を知

っているか） 

知っている 52 

知らない 48 

観光で使用する地

図の媒体 

（Q：観光で使用

する地図の媒体は

何か） 

紙媒体と Google map 併用 2 

Google map* 95 

何も使わない 1 

紙媒体 2 

* Google LLC が提供する電子地図サービス 

 

b) 防災アプリの認知度の結果 
 防災アプリの認知度についてインタビューをした質問

項目と結果を表 7に示す． 

 
表 7 防災アプリに関する質問と結果（N＝100） 

防災アプリの認知度 

（Q：日本政府によ

る防災アプリの提供

を知っているか） 

知らない 88 

Safety tips 1 

ゆれくるコール* 1 

知っているが，インスト

ールしていない 
10 

* アールシーソリューション株式会社が提供する緊急地震速報通知アプリ 

 

 「日本政府による防災アプリの提供を知っているか」

という質問で，88%の人が知らないと回答した． 

 

c)大地震発生時の避難行動の結果 
 大地震発生時の避難行動についてインタビューをした

質問項目と結果を表 8に示す． 

 
表 8 避難行動に関する質問と結果（N＝100） 

インターネット使用

可能時の避難行動

（Q：大地震発生時に

ネットが使える場

合，どう避難する

か） 

安全と思う場所に避難

する（広い空間） 
48 

人に従う 32 

安全と思う場所に避難

する（近くの建物） 
8 

避難誘導標識を探す 6 

その場にとどまる 3 

わからない 3 

インターネット使用

不可能時の避難行動

（Q：大地震発生時に

ネットが使えない場

合，どう避難する

か） 

安全と思う場所に避難

する（広い空間） 
51 

人に従う 31 

安全と思う場所に避難

する（近くの建物） 
8 

避難誘導標識を探す 4 

その場にとどまる 3 

わからない 3 

  

 大地震発生時に，インターネットが使用できる場合の

避難行動は，44%が「安全と思う場所に避難する」との回

答であった．インターネットが使用できない場合の回答

に大きな違いはないが，「安全と思う場所に避難する」

との回答がやや増加し，「避難誘導標識を探す」が減少

する結果となった．「安全と思う場所に避難する」と回

答した人は，広い場所は安全であるという判断によるも

のであり，特に図１の地点 A でインタビューをした人は
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全員が，浅草寺境内は避難に適する安全な場所であると

の認識をもっていた． 

d) 避難関係標識の認識の結果 

 避難関係標識の認識についてインタビューをした質問

項目と結果を表 9に示す． 
 

表 9 避難関係標識に関する質問と結果（N＝100） 

観光案内板の避難に関す

る情報の認知度 

（Q：観光案内板に避難

に関する情報があること

を知っているか） 

知っている 1 

知っているが，避難

に関する情報がある

ことがわからない 

10 

知らない 89 

街中に設置された避難誘

導標識の認知度 

（Q：街中で避難誘導標

識を見たことがあるか） 

見たことがある 1 

見たことがあるが，

意味がわからない 
10 

知らない 89 

避難誘導標識に従う意向 
（Q：避難誘導標識を知

っていた場合，これに従

って避難するか） 

従わない 17 

従う 77 

従うかもしれない 1 

ツアーガイドに従う 1 

わからない 4 

 

 観光案内板上の避難情報の認知度，街中に設置された

避難誘導標識の認知度ともに「知らない」が 89%となり，

街中に掲示された避難関係標識が認識されていない結果

となった．また，「観光案内板は知っているが，避難に

関する情報があることがわからない」が 10%であり，

「知っている」と回答した人は 1%にとどまった． 

 街中に設置された避難誘導標識の認知度については，

当該標識の近くで標識の画像を提示しながらのインタビ

ューとしたが，「見たことがあり，その意味もわかる」

との回答は 1%，「わからない」との回答が 89%を占めた

ことから，避難誘導標識に対する認知度の低さが明確と

なった．また，「見たことはあっても意味がわからない」

との回答も加えると，訪日外国人観光客にとっては，避

難誘導標識が機能しない可能性が高いと言える． 

 また，避難誘導標識の存在を知っていた場合での，大

地震発生時における避難行動については，77%の人が「避

難誘導標識に従って行動する」と答えている．従わない

と回答した 17%の回答理由には，「どこにサインがある

のかわからない」「見えないから」との意見があった．

地点 B でのインタビューでは，近くにある避難誘導標識

を認識してもらったところ，避難誘導に従うとの回答で

あったが，建物が倒壊する状況をイメージできないため，

アーケードの商店街へ向かうと回答している（図 4 の

①）．また，地点 B でのインタビューでは，「商店街の

中へ誘導しているため，避難誘導の信頼性に疑問がある」

との意見があった．こうした訪日外国人観光客による意

見は，避難誘導標識の方向矢印が避難経路として認識さ

れることを意味しており，矢印が避難場所のある方向を

指していることが認識されないという問題点が浮き彫り

となった．なお地点 B と E でのインタビューでは，回答

者は目の前にある避難誘導標識を探し当てることができ

なかった． 

 また，避難誘導標識の表現方法についても，誤解しや

すい図柄（図 4 の②）の問題点を確認することができた．

例えば，下向きの方向矢印は，進行方向と逆方向に避難

場所があることを表していると思われるが，多くの訪日

外国人観光客は下向きの意味を「地下の避難所」や「地

下通路」，「その場にとどまる」「地震時に消火器を取

り出す」「ボタンを押す」「手を入れる」などと誤解し

た． 

 以上から，当該地区の避難誘導標識の存在が，訪日外

国人観光客に認識されていないことと，見つけづらいこ

と，さらにその表示内容についても理解が困難であるこ

とが判明した． 

 

(3) インタビュー調査結果のクロス集計分析 
 インタビュー調査で得られた回答の関連性を検証する

ため，クロス集計とカイ二乗検定を用いて各回答の関連

性を判断する．独立性の検定（カイ二乗検定）の p 値が

有意水準 5%以下の場合に一定の関連性があると判断し，

さらに残差分析を用いて個々の項目の関係を評価する．

なお残差分析では，調整済み残差が 1.96 以上となる項目

を特徴的な関係とみなすものとした． 

 具体的には，「回答者の属性」「地震知識（地震火

災）」「防災アプリの認知度」「避難行動」「避難関係

標識の認識」の 5 項目についてクロス集計を行い，その

10 パタンについてカイ二乗検定，残差分析から特徴的な

項目を抽出して評価した．カイ二乗検定の p 値が 0.05 以

下や調整済み残差が 1.96 以上の場合のみ表として掲載す

る． 
 なお，回答数の少ない質問項目については，類似する

項目へまとめて分析している．例えば，質問項目「防災

アプリの認知度」では「Safety tips」と「ゆれくるコー

ル」を知っているという回答を得たが，この二つの回答

者数は「防災アプリを知っているがインストールはして

いない」という回答者数に集約している． 
a) 回答者の属性と地震知識 

 「出身地域」と「地震火災の認知度」の関係には（表

10），独立性の検定で有意な差があり（p=0.0015），残

差分析で特徴的な項目をみると，「地震火災を知らない」

との回答に対して，「ヨーロッパ」の観光客が 44%（21

人/48人）と多く，「ヨーロッパ」の観光客の78%（21人

/27 人）を占めていることがわかった．次に，「地震火

災を知っている」の回答に対して，「北米」の観光客が

29%（15 人/52 人）であり，「北米」の観光客の 71%（15

人/21 人）を占めている．また，「地震火災を知ってい

る」の回答に対して，「東アジア」の観光客が 46%（24

人/52 人）であり，「東アジア」の観光客の 65%（24 人

/37 人）を占めている． 

 以上から，東アジアと北米からの観光客に地震火災に

関する理解が高い傾向がみられ，ヨーロッパからの観光

客には地震火災に関する理解が低い傾向がみられた．ま

た，ヨーロッパの人は，他の災害リスクと比較して，地

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①誤解される標識 1  ②誤解される標識 2 

    図 4 指摘された避難誘導標識 
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震災害に対する防災意識が低い傾向が見られるという研

究成果 22)も考慮すると，大地震の発生時には，訪日外国

人観光客の中でも，特にヨーロッパからの観光客に混乱

が生じることが推測される． 

 「訪日回数」と「地震火災の認知度」の関係には（表

11），独立性の検定で有意な差があり（p=0.0185），残

差分析で特徴的な項目をみると，「地震火災を知らない」

との回答に対しては，初めて日本を訪れた観光客が 94%

（45 人/48 人）を占めた．また初めて訪日した観光客の

53%（45 人/85 人）が地震火災を認識していなかったが，

訪日が2回目以降では80%（12人/15人）が知っていると

回答しており，これは，訪日回数に応じて地震火災に対

する理解度が高まっている可能性があると分析できる． 

 「年齢」と「地震火災の認知度」の関係には（表 12），

独立性の検定で有意な差はないが（p=0.0985），残差分

析では特徴的な項目があり，「地震火災が発生すること

を知らない」と回答した人は，30代が46%（22人/48人）

となり，30 代の中では 61%（22 人/36 人）を占めている

点に着目すれば，災害そのものに関する知識が，年齢に

よって差が生じている可能性があると分析できる． 

 

表 10 「出身地域」と「地震火災の認知度」の関係 

 知っている 知らない 合計 

その他 7 （-0.45） 8 （0.45） 15 

ヨーロッパ 6 （-3.62） 21（3.62）* 27 

北米 15（2.01）* 6 （-2.01） 21 

東アジア 24（1.97）* 13（-1.97） 37 

合計 52 48 100 

p 0.0015   

 *：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

表 11 「訪日回数」と「地震火災の認知度」の関係 

 知っている 知らない 合計 

1 回 40（-2.35） 45（2.35）* 85 

2 回以上 12（2.35）* 3 （-2.35） 15 

合計 52 48 100 

p 0.0185   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

表 12 「年齢」と「地震火災の認知度」の関係 

  知っている 知らない 合計 

20 代以下 11（-0.92） 14（0.92） 25 

30 代 14（-1.97） 22（1.97）* 36 

40 代 8 （1.08） 4 （-1.08） 12 

50 代 10（1.57） 4 （-1.57） 14 

60 代以上 9 （1.33） 4 （-1.33） 13 

合計 52 48 100 

p 0.0985   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

b) 回答者の属性と防災アプリの認知度 

 「出身地域」と「防災アプリの認知度」の関係には

（表 13），独立性の検定で有意な差があり（p=0.0299），

残差分析で特徴的な項目をみると，「防災アプリの存在

を知っている」との回答については，「東アジア」の観

光客が 75%（9 人/12 人）を占めた．その結果から，東ア

ジアからの観光客は，防災アプリを認識している傾向が

あると分析できる．また，「回答者の属性」の 2 つの項

目（訪日回数，年齢）と「防災アプリの認知度」との間

には関係性が無いと判断できる． 

 

表 13 「出身地域」と「防災アプリの認知度」の関係 

 知っている 知らない 合計 

その他 0（-1.55） 15（1.55） 15 

ヨーロッパ 2（-0.86） 25（0.86） 27 

北米 1（-1.15） 20（1.15） 21 

東アジア 9（2.91）* 28（-2.91） 37 

合計 12 88 100 

p 0.0299   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 
c) 回答者の属性と避難行動 

 検定結果から，「回答者の属性」と「インターネット

使用可能時の避難行動」の間には関係性が無いと判断で

きる．また同様に，「回答者の属性」と「インターネッ

ト使用不可能時の避難行動」の間には関係性が無いと判

断できる． 

d) 回答者の属性と避難関係標識 

 検定結果から，「回答者の属性」と「観光案内板の避

難に関する情報の認知度」の間には関係性が無いと判断

できる．また同様に，「回答者の属性」と「街中に設置

された避難誘導標識の認知度」の間には関係性が無いと

判断できる． 

 「出身地域」と「避難誘導標識に従う意向」の関係に

は （ 表 14 ） ， 独 立 性 の 検 定 で 有 意 な 差 が あ り

（p=0.0099），残差分析で特徴的な項目をみると，「避

難誘導標識に従う」との回答のうち，最も高い出身地域

は「ヨーロッパ」の観光客で 96%（26 人/27 人）であっ

た．また「避難誘導標識に従わない」との回答では，

「東アジア」の観光客が71%（12人/17人）を占めた．以

上より，「出身地域」が「避難誘導標識に従う意向」に

影響していると分析できる．特に，東アジアの観光客に，

避難誘導標識に頼らず自己の判断に基づいて行動する意

識が強いという傾向がみられた．「訪日回数」と「避難

誘導標識に従う意向」の関係には（表 15），独立性の検

定で有意な差があり（p=0.0272），残差分析で特徴的な

項目をみると，訪日が 2 回以上となる観光客は，40%（6

人/15 人）が「避難誘導標識に従わない」と回答し，

「従わない」と回答した観光客の中では，35%（6 人/17

人）を占めた．これは避難誘導標識に対する訪日外国人

観光客の依存度が，訪日を重ねることで低下する傾向が

あると分析できる． 

 

表 14「出身地域」と「避難誘導標識に従う意向」の関係 

 従う 従わない わからない 
合

計 

その他 
11 

（-0.37） 

3 

（0.34） 

1 

（0.12） 
15 

ヨーロ

ッパ 

26

（2.79）* 

1 

（-2.15） 

0 

（-1.54） 
27 

北米 
19

（1.65） 

1 

（-1.68） 

1 

（-0.27） 
21 

東アジ

ア 

21 

（-3.69） 

12 

（3.15）* 

4 

（1.55） 
37 

合計 77 17 6 100 

p 0.0099    

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 
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表 15「訪日回数」と「避難誘導標識に従う意向」の関係 

 従う 従わない わからない 
合

計 

1 回 
68 

（1.70） 

11 

（-2.57） 

6 

（1.06） 
85 

2 回 

以上 

9 

（-1.70） 

6 

（2.57）* 

0 

（-1.06） 
15 

合計 77 17 6 100 

p 0.0272    

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

表 16 「年齢」と「避難誘導標識に従う意向」の関係 

 従う 従わない わからない 
合

計 

20 代

以下 

17 

（-1.23） 

3 

（-0.77） 

5 

（3.40）* 
25 

30 代 
27 

（-0.36） 

9 

（-1.60） 

0 

（-1.89） 
36 

40 代 
11 

（1.29） 

1 

（-0.85） 

0 

（-0.93） 
12 

50 代 
11 

（0.15） 

3 

（0.48） 

0 

（-1.02） 
14 

60 代

以上 

11 

（0.70） 

1 

（-0.96） 

1 

（0.28） 
13 

合計 77 17 6 100 

p 0.0462    

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

 「年齢」と「避難誘導標識に従う意向」の関係には

（表 16），独立性の検定で有意な差があり（p=0.0462），

残差分析で特徴的な項目をみると，「避難誘導標識に従

うかわからない」との回答のうち，20 代以下の観光客が

83%（5 人/6 人）を占めた．これは，避難誘導標識に対す

る評価とは異なり，経験値の不足や判断力の未成熟さな

どによって，年齢の高い世代と比べて防災や避難行動に

対する意識が欠如している可能性があり，留意する必要

がある． 

e) 地震知識と防災アプリの認知度 

 検定結果から，「地震火災の認知度」と「防災アプリ

の認知度」の間には関係性が無いと判断できる．   
f) 地震知識と避難行動 

 検定結果から，「地震火災の認知度」と「避難行動」

の間にはインターネットの使用可否に限らず，関係性が

無いと判断できる． 

g) 地震知識と避難関係標識 

 検定結果から，「地震火災の認知度」と「避難関係標

識の認識」の間には関係性が無いと判断できる． 

h) 防災アプリの認知度と避難行動 

 「防災アプリの認知度」と「インターネット使用可能

時の避難行動」の関係には（表 17），独立性の検定で有

意な差はないが（p=0.1073），残差分析では特徴的な項

目があり，防災アプリを知っている人の「安全と思う場

所に避難する」との回答が92%（11人/12人）であり，そ

の関係性に留意する必要がある． 

 「防災アプリの認知度」と「インターネット使用不可

能時の避難行動」の関係には（表 18），独立性の検定で

有意な差はないが（p=0.0681），残差分析では特徴的な

項目があり，防災アプリを知っている回答者のうち 92%

（11 人/12 人）の観光客が「安全と思う場所に避難する」

と回答した． 

 

表 17 「防災アプリの認知度」と「インターネット使用

可能時の避難行動」の関係 
 知っている 知らない 合計 

人に従う 1（-1.87） 31（1.87） 32 

避難誘導標識を

探す 
0（-0.93） 6（0.93） 6 

安全と思う場所

に避難する 
11（2.65）* 45（-2.65） 56 

その他 0（-0.93） 6（0.93） 6 

合計 12 88 100 

p 0.1073   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

表 18 「防災アプリの認知度」と「インターネット使用

不可能時の避難行動」の関係 
 知っている 知らない 合計 

人に従う 1 （-1.81） 30（1.81） 31 

避難誘導標識

を探す 
0 （-0.75） 4 （0.75） 4 

安全と思う場

所に避難する 
11（2.45）* 48（-2.45） 59 

その他 0 （-0.93） 6 （0.93） 6 

合計 12 88 100 

p 0.0681   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

  

 以上から，防災アプリを知っている観光客の大部分は，

インターネット使用の可否に関わらず自身が安全と思う

場所へ避難すると考えていることがわかった．したがっ

て，防災アプリを知っているなど，防災に関する一定の

知識や関心を持つ訪日外国人観光客は，災害時に自身の

判断に基づいて行動する意識が強いと分析できる． 

i) 防災アプリの認知度と避難関係標識 

 検定結果から，「防災アプリの認知度」と「避難関係

標識の認識」の間には関係性が無いと判断できる． 

j) 避難行動と避難関係標識 

 「インターネット使用可能時の避難行動」と「観光案

内板の避難に関する情報の認知度」の関係には（表 19），

独立性の検定で有意な差があり（p=0.0118），残差分析

で特徴的な項目をみると，「災害時に避難誘導標識を探

す」と答えた観光客のうち，「観光案内板の避難に関す

る情報を知っている」と回答した割合は50%（3人/6人）

であった．また，「インターネット使用不可能時の避難

行動」と「観光案内板の避難に関する情報の認知度」の

関係には（表 20），独立性の検定で有意な差はないが

（p=0.0587），残差分析では特徴的な項目があり，「災

害時に避難誘導標識を探す」と答えた観光客のうち，

「観光案内板の避難に関する情報を知っている」と回答

した割合は 50%（2 人/4 人）であった． 

 以上から，大地震発生時に避難誘導標識を探すという

訪日外国人観光客は，観光案内板の避難に関する情報を

認識している傾向が相対的に高いと分析できる．その他，

検定結果から，「インターネット使用可能時の避難行動」

と「避難誘導標識の認識」および「避難誘導標識に従う

か」との間には関係性が無いと判断できる．また同様に，

「インターネット使用不可能時の避難行動」と「避難誘

導標識の認識」および「避難誘導標識に従うか」との間
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には関係性が無いと判断できる． 

 

表 19 「インターネット使用可能時の避難行動」と「観

光案内板の避難に関する情報の認知度」の関係 
 知っている 知らない 合計 

人に従う 4（0.33） 28（-0.33） 32 

避難誘導標識

を探す 
3（3.15）* 3 （-3.15） 6 

安全と思う場

所に避難する 
4（-1.39） 52（1.39） 56 

その他 0（-0.89） 6 （0.88） 6 

合計 11 89 100 

p 0.0118   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

表 20 「インターネット使用不可能時の避難行動」と

「観光案内板の避難に関する情報の認知度」の関係 
 知っている 知らない 合計 

人に従う 4（0.41） 27（-0.41） 31 

避難誘導標識

を探す 
2（2.54）* 2 （-2.54） 4 

安全と思う場

所に避難する 
5（-0.97） 54（0.97） 59 

その他 0（-0.89） 6 （0.89） 6 

合計 11 89 100 

p 0.0587   

*：調整済み残差が 1.96 以上 括弧：調整済み残差値 

 

 

５．考察 

 
 先行研究では，訪日外国人観光客が避難誘導標識に対

する認識や理解度が低い点を指摘しているが，本調査の

インタビュー調査の分析結果からも，観光案内板やそこ

に表記された災害避難情報に関する訪日外国人観光客の

認知度の低さが明らかになった．また，避難誘導標識に

ついても，その存在が認知されていない点や視認性が低

い点，認識できても表示内容の意味が理解できないとの

問題点が明らかになった． 

 

(1)  避難誘導標識の認知度 

インタビュー調査のクロス集計分析からは，訪日外国

人観光客においては，地震火災に関する知識を持ち合わ

せていても避難関係標識の存在が確認できないなど，双

方に関連性がないことが示された．ただし，大地震発生

時に避難誘導標識を探すという訪日外国人観光客は，観

光案内板の避難に関する情報を認識している傾向が相対

的に高いという分析結果が得られた．これは，回答者が

避難する際に，他の避難者よりも誘導標識の情報を信頼

する傾向にあると分析され，避難誘導標識の重要性を確

認することができる． 

災害時に避難誘導標識の案内に従うかどうかについて

は，訪日外国人観光客の出身国や地域との関係性を確認

することができた．特に東アジアからの観光客は標識の

案内に従わないという傾向がみられ，自身の判断によっ

て避難行動する意識が高いことが明らかになった．  

防災アプリの認知度については，出身国や地域による

差があり，東アジアからの訪日外国人観光客における防

災アプリに対する認識度の割合が東アジア以外からの訪

日外国人観光客より高いこと，年齢や訪日回数，地震火

災に関する知識については関係性が無いこと，また，防

災アプリの認知度と避難関係標識の認識の間には関係性

がないことを確認した． 

以上より，訪日外国人観光客の多くは避難誘導標識の

存在を事前に認知していないことを前提として避難対策

を検討することが現実的であるといえる．一方で，少数

とはいえ，一定数の訪日外国人観光客は避難誘導標識の

存在を認知しており，重要と考えていることから，視認

性が高く，理解しやすい避難誘導標識を設置することは

意義があるといえる． 

 

(2) 避難誘導標識の視認性 

インタビュー調査の分析からは，浅草寺周辺に設置さ

れている避難誘導標識は，訪日外国人観光客の目に留ま

りにくい設置方法，設置場所になっているという問題が

明らかとなった．標識のもつ情報を的確に伝えるために

は，標識自体の視認性を改善する必要があると考えられ

る． 

現地調査から，避難誘導標識の印紙が破損，欠損する

などの問題があった．現状では，大地震が発生した場合

に避難誘導標識が十分に機能しないため，印紙の定期的

な維持管理の必要性を指摘することができる． 

また，浅草寺の境内や商店街に避難誘導標識が設置さ

れていないことも明らかとなった．いずれも対象地区で

は特に人流の多いエリアであり，災害発生時の混雑が予

想される．円滑な避難のためには，こうしたエリアへの

避難誘導標識の設置が必要であると考えられる．  

 

(3) 避難誘導標識の情報理解度 

インタビュー調査の分析から，避難誘導標識の表示内

容について，方向矢印の意味が誤って理解されることや，

表示内容の意味が理解できないなど，現在の避難誘導標

識の情報が訪日外国人観光客へ的確に伝達できていない

という問題点が明らかとなった．これは，訪日外国人観

光客の避難行動 8),10)が日本人と異なることに加えて，誘

導標識に従うことによる意図しない避難行動の誘発と，

それによるリスクの増大が懸念されることから，訪日外

国人観光客に対して，標識の表示内容を正確に理解して

もらうための対策が課題であるといえる． 

  

 

６．結論 
 

 本研究の目的は，訪日外国人観光客が多く訪れる東京

の浅草寺周辺における避難誘導標識の現状を調査し，訪

日外国人観光客の視点から地震発生時における避難誘導

標識の有効性を検証して，今後の改善すべき問題点につ

いて検討することであった． 

調査結果から，対象地域に大地震が発生した場合，現

在整備されている避難誘導標識が，日本の災害や避難施

設に対する知識や認識が不足している訪日外国人観光客

の避難行動を支える存在と成り得ていない現状にあるこ

とを明らかとした．調査結果の分析と考察から，問題点

を改善するための検討課題として以下の 3 点を指摘でき

る．  

1) 訪日外国人観光客の多くは避難誘導標識の存在を事

前に認知していないことを前提として避難対策を検

討する．  
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2) 訪日外国人観光客の避難誘導標識の視認性を高める

ために，標識の設置方法，設置場所，維持管理の改

善を検討する．  

3) 訪日外国人観光客の避難誘導標識の情報理解度を高

めるために，標識の表示内容を正確に伝える方策を

検討する．  

本論文の研究上の課題として，英語，中国の標準語，

広東語でコミュニケーションができる訪日外国人観光客

のみにインタビュー調査をしたことが挙げられる．東南

アジアからの訪日外国人観光客も多く見られたが，言語

の制約のため，回答者が相対的に少なくなった．また，

災害経験や避難経験の有無を調査していないため，それ

らの要因を分析できていない点も課題である． 

本研究では避難誘導標識に着目し，その有効性を検討

したが，訪日外国人観光客が標識のみを頼りにして適切

に避難することは困難であるといえる．そのため，浅草

寺周辺の事業者，商業施設の従業員，地域住民などの協

力によって災害時における観光客への避難誘導の支援を

行うなどの避難誘導体制の構築も重要であると考えられ

る．地域社会全体の協力による包括的で効果的な避難誘

導を実現する方策を検討し，その有効性を検証すること

も今後の研究課題である． 
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